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1．米国の中間選挙

今回のテーマ

2018年10月18日 ご参考資料

トランプ政権はどうなる？中間選挙前の論点整理

11月6日に米国で中間選挙が行なわれます。同選挙は大統領に

対する信任投票という意味合いが強く、トランプ政権に対する国

民の評価が示されることとなります。今回は、中間選挙の概要と、

仮に「ねじれ議会」となった場合の影響を整理してみました。

203

米国の中間選挙とは、4年ごとに行なわれる大統領選挙の中間

の年に実施される選挙で、今年は11月6日に行なわれます。連邦

議会における下院（435議席）のすべてと、上院（100議席）の約3分

の1が改選されるほか、州知事選も行なわれます。

中間選挙は、大統領が就任してからの2年間の実績を踏まえ、国

民の信任度合いが示される選挙と言えます。また、その後の政権

運営はもちろんのこと、2年後の大統領選挙にも影響を与えるた

め、注目度が高い政治イベントと言えます。

現在は、上院・下院ともに、トランプ大統領が所属する与党・共和

党が過半数の議席を保持しています。上院では、今回の改選対象

となる35議席のほとんどは民主党の議席のため、共和党が過半数

を維持するとの見方が優勢です。一方で、全議席が改選される下

院では、世論調査における民主党への支持が高まっていることな

どから、民主党が過半数を奪取するとの見方が強まっています。

その背景には、トランプ大統領の脱税疑惑や、同氏が最高裁判

所判事に指名した人物の性的暴行疑惑など、足元でトランプ政権

および共和党に逆風が相次いでいることが挙げられます。

日興アセットマネジメン

トの新人。営業推進部

門に配属され、投信や

経済について勉強中。

連邦議会における2大政党

のうち、民主党は、伝統的

に、福祉や公共事業、規

制強化など、政府の介入

を強める「大きな政府」とし

ての政策を推進する一方、

共和党は、市場原理を重

視し、規制緩和などを通じ

て政府の介入を極力縮小

する「小さな政府」を掲げて

います。

（次のページヘ続きます）
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今後2年間の米国政治を左右するとみられる米中間選挙。

投票結果はもちろんのこと、その後のトランプ政権の動き

にも注目しておきたいところですね。

2．ねじれ議会

仮に、世論調査の通り、上院は共和党が過半数を維持、下院は

民主党が過半数を奪取となれば、上下院で支配政党が異なる「ね

じれ議会」となります。

そもそも、米連邦議会において、法案を可決する際には、原則と

して、両院それぞれで過半数の賛成が必要となります。そのため、

ねじれ議会となれば、法案可決が困難となり、「決められない政治」

に陥る可能性が高まります。例えば、債務上限（連邦債務残高の

上限）の引き上げを巡って共和党と民主党が対立すれば、債券市

場の不安材料となる可能性にも注意が必要です。

さらに、ねじれ議会の下では、トランプ大統領による追加減税など

の政策実現の可能性が低下するとみられることも、市場で嫌気さ

れる可能性があります。また、同氏が大統領権限の大きい関税・通

商政策に力を入れ、より強硬な態度をとる可能性も懸念されます。

ただし、トランプ政権による政策手段が限られ、民主党に歩み寄

る姿勢がみられれば、政治的な不確実性が減り、市場にポジティブ

に働くとの見方もあります。また、財政拡張路線が修正されるとみ

られることは、債券市場にもプラスに働くと考えられます。

もちろん、上下両院で共和党が勝利し、ねじれ議会とならず、トラ

ンプ政権の勢いが増す可能性も考えられます。いずれにせよ、今

後の米国政治の鍵を握る選挙として、注目が集まりそうです。

また、今回の選挙では、下院における共和党の現職議員のうち

40名程度が引退を表明していることもあり、民主党が議席を奪取し

やすい状況となっています。そのうえ、歴史的にも、中間選挙では、

大統領就任から2年間が経過し、不満が高まりやすいことから、大

統領が所属する与党が議席を減らしやすい傾向にあります。

一方で、米国の良好な経済状況は、トランプ政権および共和党に

とってプラスに働いており、今後の展開次第で共和党への支持が

回復する可能性も考えられます。接戦が見込まれるなか、どちらが

勝利するか注目が集まります。

民主党が下院で過半数を

奪取すれば、トランプ大統

領を弾劾訴追するよう動く

可能性もあります。下院で

過半数の賛成を得ることで、

訴追ができるためです。た

だし、罷免には、上院の3

分の2以上の議員の賛成

が必要であり、成立は容易

でないとみられます。


